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Ⅰ 計画策定の趣旨と背景 

近年、急速な少子化の進行や保護者の就労環境の変化に伴い、子どもとその家族を取り

巻く環境は著しく変化しています。 

首都圏や大都市圏では、多くの待機児童が生じ、子育てと仕事を両立できる環境の整備

が十分でないこと等が問題となっている一方、地方では、少子化等による人口減少がこの

まま推移すれば、消滅する都市が全国で900近くも出るという衝撃的な報告書が国の調査

会から出されました。本市も確実に人口減少の局面に入っており、安心して子どもを生み、

育てることのできる環境の整備は最重要課題の一つとなっています。 

本市は、平成17年度から次世代育成支援行動計画である「海津市子育て夢プラン」、平

成22年度から「海津市子育て夢プランⅡ」を策定して、幼稚園の統廃合を行う一方、平成

23年度、就学前教育・保育の充実を図るため、県内公立施設としては初の「認定こども園」

を3園開園しました。さらに平成26年度には「海津市子ども・子育て支援事業計画」を策

定し、『子どもの生きる力を育み 多様な子育てを支えるまち 海津』を基本理念に、幼児

期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する中で、人口減少に対

応した施設の適正配置、私立保育所の認定こども園への移行を進めているところです。こ

のような状況の中、依然として少子化に歯止めがかからず、限られた人材・財源の中で、

利用者が求める多様化する保育ニーズに対応し、子どもの保育環境の向上を図っていくた

めには、民間の力を活用した質の高い保育事業の展開が不可欠との観点から、市全体の施

設の適正配置を踏まえながら民営化を具体的に進めていくための｢海津市公立保育所等民

営化・統廃合計画｣を策定するものです。 

 

Ⅱ 計画の期間 

本計画の目標年次は、平成２８年度から平成３０年度までの３年間と設定

し、民営化及び統廃合の対象となる市立幼稚園及び公立保育園（以下「公立

保育園等」という。)を明らかにして、具体的に計画を実行していきます。 

 

Ⅲ 公立保育所等の民営化・統廃合方針 

 基本方針 

現在の本市の保育園・認定こども園・幼稚園の設置状況については、次の一覧表のと

おりですが、就学前における子ども数の減少を勘案し、３年以内を目途に本市

における就学前教育・保育を提供する公立・市立の施設を、合併前の旧町１箇所ず

つの「公立幼保連携型認定こども園」３園にしていくものとし、幼保連携型

認定こども園以外の公立保育園等は待機児童が発生しないと判断できる範囲

で民営化・統廃合を進めていきます。 

また、公立保育所等の民営化・統廃合後も「公立幼保連携型認定こども園」

のあり方について、再検討していきます。
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① 海津市内の保育園・認定こども園・幼稚園 一覧表 

平成２８年４月１日(単位:人) 

経営 園名 所在地 
定員

(人) 

公 

立 

・ 

市 

立 

高須認定こども園 
幼稚部 

海津町高須町 374-1 
70 

保育部 100 

今尾認定こども園 
幼稚部 

平田町今尾 4428-6 
20 

保育部 110 

石津認定こども園 
幼稚部 

南濃町太田 854-1 
40 

保育部 90 

西島保育園 平田町西島 286 60 

海西保育園 平田町野寺 1342-1 80 

下多度幼稚園 南濃町津屋 1869 70 

私 
 

立 

東江こども園 
幼稚部 

海津町駒ケ江 413 
25 

保育部 100 

わかば海津北こども園 
幼稚部 

海津町鹿野 22 
45 

保育部 80 

認定こども園 

下多度保育園 

幼稚部 
南濃町志津 973 

15 

保育部 40 

認定こども園 

庭田保育園 

幼稚部 
南濃町庭田 184-1 

25 

保育部 60 

認定こども園 

石山保育園 

幼稚部 
南濃町田鶴 416-1 

35 

保育部 110 

駒野保育園 南濃町駒野 467 90 

山崎保育園 南濃町山崎 949-3 30 

※駒野保育園及び山崎保育園は、平成２９年度から認定こども園に移行予定。 

※認定こども園への移行が予定されていないのは、西島保育園、海西保育園、下多度幼稚園。 

 
② 就学前における子ども数（市内年齢別子ども数） 

平成２８年４月１日(単位:人) 

 海津市計 海津町計 平田町計 南濃町計 

０歳 １９６ ６５ ３７ ９４ 

１歳 １８４ ６８ ４３ ７３ 

２歳 ２１７ ７４ ５３ ９０ 

３歳 ２２９ ７５ ５８ ９６ 

４歳 ２４６ ７３ ５８ １１５ 

５歳 ２７６ １０９ ５１ １１６ 

※平成２８年３月３１日時点での住民基本台帳調査(こども課調) 
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１ 民営化 

民営化の対象施設は、公立保育所２園(西島保育園、海西保育園)とし、「公

設公営」方式から「民設民営」方式への切り替えを行います。 

公立保育園を民営化する方法については、これまで公有財産を売却するこ

とが主な手法でしたが、平成２７年度から就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律の施行に伴い、公有設備を無償又は廉価での貸

し付け・譲渡を可能とする「公私連携型保育所」、「公私連携保育所型認定こども園」、

「公私連携幼保連携型認定こども園」に移行するという新たな手段ができました。 

本市の公立保育所２園における具体的な民営化の手法についても、公有財

産の売却のほか、主に「公私連携型保育所」等に移行することをめざします。 

民営化の時期は、特段の状況変化・事情変更がない限り平成３０年４月

とし、地域や利用者の意見に耳を傾けるなど十分な理解を得て、円滑な民

営化を目指すこととします。 

①   公私連携型保育所等へ移行する場合の公有財産の条件 

土地、建物、設備、備品等については、無償貸与を前提とします。 

※財産処分(売却・無償貸与)については、海津市議会の議決が必要になります。 

② 公私連携法人の指定 

ア 公私連携法人は、「海津市公私連携法人の指定に関する要綱」等を

新たに制定して市内の社会福祉法人又は県内の社会福祉法人から公

募します。（参考１） 

イ 公私連携法人の選考は、新たに選考委員会を設置し、提案（プロポ

ーサル）方式により決定します。 

ウ 選考の基準は別に定めます。 

 

≪主なスケジュール案≫西島保育園・海西保育園 

平成２８年 ４月～  計画公表、保護者等に説明 

２８年 ９月   引受公私連携法人の募集 

１０月   引受公私連携法人の決定 

１１月～  公私連携法人への引継 

２９年 ２月   海津市教育委員会に財産処分議案上程 

２９年 ３月   海津市議会に財産処分議案上程 

３０年 ４月   民営化実施 

 

２ 統廃合 

これまで下多度幼稚園については、地域事情を考慮し、在園児が５歳児

で１０人以上確保できる場合においては、現在の施設を維持するために必

要となる修繕を実施し継続運営してきました。しかしながら、建物は大変

老朽化しており、早急に大規模改修又は改築する必要に迫られています。 
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しかしながら、今後の下多度小校区の子ども数は、一学年１０人を切る

見込みであり、下多度小校区及びその周辺の私立認定こども園において、

下多度幼稚園児分の受け入れが可能なことから、改築又は大規模改修は行

わず、平成２８年度４歳児の卒園を待って廃止し、その後の地域の就学前教

育・保育については私立認定こども園が担っていくことで実質の民営化としま

す。（参考２） 

なお、地域や利用者には説明会を開催して、子どもの育ち等について理

解を求めるとともに、私立認定こども園については、保育サービスの一層

の充実と保育環境の向上が図れるよう必要な支援をしていくこととします。 

また、西島保育園については、既に入園児が著しく減っているため（参

考３）、入園児数の減少により、市が政策的に民営化ではなく統廃合すべき

と判断する場合には、今尾認定こども園に統合していくものとします。な

お、統廃合するまでの間においても、政策的に休園することができるもの

とします。 

この場合においても地域や利用者には説明会を開催して、子どもの育ち

等について理解を求めるとともに、今尾認定こども園に通園バスを設置す

るなど円滑な統合を検討していきます。周辺の私立認定こども園について

は、保育サービスの一層の充実と保育環境の向上が図れるよう必要な支援

をしていくこととします。（参考３） 

①  下多度小校区及び今尾小校区の年齢別子ども数 

平成２８年４月１日(単位:人) 

 海津市計 下多度小校区 今尾小校区 

０歳 １９６ ７ ２６ 

１歳 １８４ １１ ２３ 

２歳 ２１７ １４ ３５ 

３歳 ２２９ １２ ２９ 

４歳 ２４６ １５ ３６ 

５歳 ２７６ ２２ ３０ 

※平成２８年３月３１日時点での住民基本台帳調査(こども課調) 

※今尾小学校区には、今尾認定こども園(定員 130 名)と西島保育園(定員 60 名)があります。 

 

≪主なスケジュール案≫下多度幼稚園 

平成２８年 ４月～  計画公表、保護者等に説明 

２８年１０月   新入園児募集(新５歳児のみ) 

２９年 ４月   ５歳児教室のみで開設 

３０年 ２月   海津市教育委員会に廃止議案上程 

３０年 ３月   海津市議会に廃止議案上程 

３０年 ４月   廃園 
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Ⅳ 行政の役割 

今後の就学前教育・保育サービスの提供については、行財政の効率化とい

う視点だけではなく、市民が利用して満足できる就学前教育・保育の仕組み

をきちんと作っていくことが行政の果たすべき役割として求められていきま

す。 

 

具体的には、 

１ 指導の充実強化 

就学前教育・保育サービスが行政の直接供給で無くなることから、行政

が強い指導力を発揮し、民間事業者に対する指導の強化・充実を図る必要

があります。 

２ 人材の育成 

就学前教育・保育サービスの質を高めるためには保育所等職員のスキル

アップが大切であり、そのため、子どもの発達に即した教育・保育内容や

指導方法等についての研修内容を充実させる必要があります。 

３ 民間事業者への財政支援 

民間事業者が教育・保育ニーズに円滑かつ的確に対応するため、多様な

サービスの実施に対して適正な行政負担を行う必要があります。 

４ 情報提供の充実 

市民が自らのニーズにあった質の高い就学前教育・保育サービスを選択

できるよう情報提供を積極的に行う必要があります。 

５ 第三者評価の実施によるサービスの質の向上 

全ての保育所等において第三者評価の実施によるサービスの質の向上を

指導する必要があります。 

６ 苦情解決の体制整備 

第三者委員制度が有効に機能しているかをチェックしていくとともに、

困難事例については、行政が積極的に苦情解決の体制に関わる必要があり

ます。 
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(参考１) 

民営化対象保育所の引受公私連携法人募集（案） 

 

１ 法人の要件 

市内(又は県内)に事務所を置く社会福祉法人 

 

２ 法人の組織 

 (1) 社会福祉法人 

ア 「社会福祉法人の認可について」（平成１２年１２月１日児発第９０８号）の社会

福祉法人審査基準に定める要件を満たすこと。 

  イ 理事長は、社会福祉事業に熱意と識見を有する者であること。 

 

３ 法人の資産 

 (1) 基本財産として１，０００万円以上に相当する資産（現金、預金、有価証券又は移

管を受ける建物等を除く不動産）を有していること。 

(2) 運用財産として当該保育所の年間運営費の１２分の１以上の現金又は預金を有して

いること。 

 

４ 保育事業等 

 (1) 海津市の子ども・子育て支援行政を理解し、市民の就学前教育・保育ニーズに応じ

て、次の地域子育て支援事業等の積極的な実施を図ること。 

  ア 早朝保育（午前７時から）・延長保育（午後７時まで） 

  イ 土曜日の全日保育 

  ウ 一時預かり（公私連携保育所型認定こども園とする場合は、一般型及び幼稚園型） 

エ 地域の未就園児及び保護者に対する施設開放など地域の子育て支援に係る事業 

オ 自園調理 

(2) 利用者ニーズがある場合には、通園バスを積極的に運行すること。  

(3) 第三者評価を受審するとともに、その結果を公表すること。 

 (4) 職員の配置は、次によること。 

ア 当該保育所の施設長は、児童福祉施設において主任保育士又はこれに相当する職と

して３年以上の勤務実績を有すること。 

  イ 保育士の構成は、年齢のバランスに配慮するとともに、保育士実務経験３年以上の

者が概ね３分の１以上含まれていること。 
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(参考２) 

下多度幼稚園の現状 

 幼稚園 

施設数  南濃地区 １施設（下多度幼稚園） 

入園児  満４～５歳児  

教育時間  午前８時３０分～午後２時 

保育日  月曜日～金曜日 

休業日  土曜日・日曜日・祝祭日 

長期休業 夏季休業（７／２１～８／３１） 

冬季休業（１２／２７～１／７） 

春季休業（３／２７～４／６） 

保育料  ０～７，０００円／月額 

 ２２０円（給食費）／１食 

◎預かり保育料金 

教育時間終了後  ８００円／回 

長期休暇(夏休み)１５００円／回 

諸費用  ＰＴＡ会費等 

所管部署  教育委員会 こども課 

 

○入園者数の推移 

 

園名 定員 
年度（各年度４月１日） 

H24 H25 H26 H27 H28 

下多度幼稚園 70人 
3 11 7 13 8 11 8 13 6 15 

10人 14人 20人 21人 21人 

 
○園の経過年数等 

 

園名 住所 建物構造 竣工年月 保育室 

下多度幼稚園 
南濃町津屋1869

番地 

鉄筋コンクリート

２階建 

昭和52年11月 

38年経過 

保有面積 533㎡ 

保育室 2部屋 
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(参考３) 

西島保育園・海西保育園の現状 

 公立保育園 

施設数 平田地区 ２施設（西島・海西保育園） 

入園児 満０～５歳児 

保育時間 午前８時３０分～午後４時 

開設時間（最大） 
午前７時３０分～午後７時 

※延長保育料は無料 

保育日 月曜日～金曜日・土曜日 

休業日 
日曜日・祝日・１２月２９日～１月３日 

※春休み・夏休み・冬休み期間中に希望保育期間有。 

保育料 

未満児保育 ０～３１，５００円／月 

以上児保育 ０～２８，０００円／月 

※前年度分市民税所所得割課税額等により８階層で区分 

諸費用 
３歳以上は主食代 ８００円程度／月 

ＰＴＡ会費等 

所管部署 教育委員会 こども課 

 

○入園者数の推移 

各年度４月１日現在  

園 名 年度 定員 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

西島保育園 

Ｈ23 60 1 6 3 10 19 6 45 

Ｈ24 60 1 2 7 9 8 20 47 

Ｈ25 60 2 4 4 12 7 7 36 

Ｈ26 60 0 2 6 8 11 7 34 

Ｈ27 60 5 4 5 7 8 11 40 

Ｈ28 60 0 3 5 5 6 8 27 

海西保育園 

Ｈ23 70 2 5 5 14 13 15 54 

Ｈ24 70 2 3 8 7 15 13 48 

Ｈ25 70 3 8 7 14 8 15 55 

Ｈ26 70 2 6 12 13 13 8 54 

Ｈ27 80 4 10 15 18 14 12 73 

Ｈ28 80 0 6 11 19 18 14 68 

・西島保育園については、４０人前後のほぼ横ばいが続いてきたが、平成２８年度で激減。 
・海西保育園については、３歳未満児の利用率が高くなってきており、やや微増傾向。 

※例年、３月までに、３歳未満児において５～１０人程度の途中入所があります。 
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○園の経過年数等 

園名 住所 建物構造 竣工年月 保育室の数 保育室 

西島保育園 
平田町西島286

番地 
鉄筋コンクリート 

昭和52年2月竣工 

38年経過 
４ 

建築面積 570.37㎡ 

園地面積 3,706㎡ 

海西保育園 
平田町野寺1342

番地1 
鉄筋コンクリート 

昭和56年1月竣工 

34年経過 
６ 

建築面積 1024.17㎡ 

園地面積 1,509㎡ 

 

○土地及び建物の売り払い額(H27) 

園名 土地(固定資産評価額) 建物(固定資産評価額) 

西島保育園 

(㎡あたり評価額)14,500円×(相続課税率)

1.1×(土地面積)3,706㎡＝ 

５９，１１０，７００円 

(㎡あたり再建築費) 72,584円×(床面積)

 570.37㎡×(経年減点)0.5323×(一点単

価)1.1＝ 

２４，２４０，７８７円 

海西保育園 

(㎡あたり評価額)14,800円×(相続課税率)

1.1×(土地面積)1,509㎡＝ 

２４，５６６，５２０円 

(㎡あたり再建築費) 72,584円×(床面積)

 1024.17㎡×(経年減点)0.5815×(一点単

価)1.1＝ 

４７，５５０，５２８円 

※施設台帳を参考に、こども課が算出した参考金額。 

 

○公立保育園と私立保育園の財政的な違い 

 公立保育園 私立保育園 

施設型給付費（運営費） 
自主財源 

※地方交付税交付金に参入 

公定価格を支給 

国1/2、県1/4、市1/4 

保護者負担金（保育料） 市で徴収 
市で徴収 

※滞納金は市費で賄う 
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⑬ 下多度幼稚園 

幼稚園 

⑬ 


